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主    文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は，控訴人の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１  原判決を取り消す。 

２  本件を東京地方裁判所に差し戻す。 

第２  原審における請求の趣旨 

１ 処分行政庁が平成２２年８月２日付けでした控訴人に対する地方税法（以下

「法」という。）４３３条５項に基づく照会についての回答（○世税評第○

号）のうち，同項本文（当該申出に係る主張に理由があることを明らかにする

ために必要な事項）に該当しないため回答できないとした照会事項に対する不

回答処分を取り消す。 

２ 処分行政庁が平成２２年８月２日付けでした控訴人に対する法４３３条５項

に基づく照会についての回答（○世税評第○号）のうち，同項本文（当該申出

に係る主張に理由があることを明らかにするために必要な事項）に該当しない

ため回答できないとした照会事項に対する不回答処分を取り消す。 

３ 処分行政庁は，控訴人に対し，控訴人が平成２２年７月２１日付けでした法

４３３条５項による申出人の照会２件（○東固審委申第○号事件に係るもの及

び○東固審委申第○号事件に係るもの）について，書面で回答せよ。 

４ 訴訟費用は，被控訴人の負担とする。 

第３ 事案の概要 

１ 本件は，原判決別紙物件目録記載の各建物（原判決にいう「本件各家屋」。

以下この語を用いる。）の平成２１年度固定資産税・都市計画税の納税義務者

であり，同年度の固定資産課税台帳に登録された本件各家屋の価格について，

東京都固定資産評価審査委員会に法４３２条１項の審査の申出をした控訴人
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が，処分行政庁に対して法４３３条５項に基づく照会をしたところ，処分行政

庁から，その一部について同項本文所定の「当該申出に係る主張に理由がある

ことを明らかにするために必要な事項」に該当しないことを理由に回答しない

との通知（原判決にいう「本件各不回答」。以下この語を用いる。）を受けた

ことから，これが違法であるとして，その取消しを求めるとともに，行政事件

訴訟法３７条の３に基づき，上記不回答部分に相当する事項についての回答の

義務付けを求める事案である。 

２ 原審は，本件各不回答が行政事件訴訟法３条２項にいう「処分」には該当し

ないから本件取消しの訴えは不適法であり，本件義務付けの訴えも，同条６項

２号に違反しており，同法３７条の３第３項所定の訴訟要件も満たしていない

から不適法であるとして，本件訴えをいずれも却下した。これを不服として，

控訴人（一審原告）が控訴したものである。 

３ 前提事実，争点及び争点に関する当事者の主張は，当審における控訴人の主

張を次のとおり加えるほか，原判決の「事実及び理由」の「第２ 事案の概

要」の１から３まで（原判決２頁１４行目～７頁２１行目）に記載のとおりで

あるから，これを引用する。ただし，原判決２頁２４行目の「処分行政庁

が，」の次に「法４１１条１項及び東京都都税条例４条の３第１項の規定に基

づき，」を加える。 

（当審における控訴人の主張） 

 本件各不回答が行政事件訴訟法３条２項の「処分」に該当することは明らか

であり，これを否定した原判決は，次の点で誤りがある。 

(1) 市町村長の回答義務について 

 法４３３条５項に基づく照会を受けた市町村長には回答義務があると解す

べきであり（同項の新設に当たり参考にされたとされる民事訴訟法１６３条

についても，同条の当事者照会を受けた当事者には回答義務があると解され

ている。），そうすると，同照会に対する回答を拒否する行為は，審査申出
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人の権利ないし法律上の地位に直接影響を及ぼすものということができる。

したがって，本件各不回答は，処分に該当する。 

(2)  法４３３条３項の資料提出要求の制度について 

 原判決は，市町村長が適法な照会に回答しないなどの対応をした場合には

法４３３条３項による資料請求をすることができると指摘し，これを，市町

村長の不回答を抗告訴訟で争うことが予定されていない理由の一つに挙げる

が，審査の申出の実務上，法４３３条５項による申出人照会制度と同条３項

による資料提出要求制度は同一事項についての２段構えの制度として運用さ

れていない。すなわち，実務上，同条３項の制度は，同条５項では回答を得

られない事項のためのものと位置付けられており，固定資産評価審査委員会

は，審査申出人が同条５項の照会によって入手し得る資料については，同条

３項に基づいて資料提出を求めることはしていないから，同項による資料請

求ができることは，同条５項に基づく照会に対する不回答を抗告訴訟で争え

ない根拠にはなり得ない。 

(3)  審査決定までの期間について 

 原判決は，審査の申出を受けた日から３０日以内に審査の決定をしなけれ

ばならないとする法４３３条１項を，同条５項における市町村長の対応自体

を抗告訴訟で争うことを法が予定していない根拠の一つに挙げるが，同項は

訓示規定にすぎないと解されており，実務上，審査の申出から審査の決定ま

での期間は長期に及んでいる。したがって，この規定を根拠に，同条５項に

基づく照会に対する不回答を抗告訴訟で争うことを法が予定していないとす

ることはできない。 

(4)  審査決定の取消訴訟という手段について 

 原判決は，固定資産評価審査委員会の審査の決定に不服がある審査申出人

は，その取消しの訴えを提起でき，その訴訟手続内で必要な主張立証等がで

きることを指摘し，法４３３条５項に基づく照会に対する不回答が処分でな
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いと解する根拠の一つに挙げる。しかし，固定資産評価審査委員会の決定に

対する抗告訴訟では，市町村長の不回答の違法を争うことができない。ま

た，仮に納税者が同訴訟の中で求める資料を入手できたとしても，その結

果，固定資産の評価についての納税者の主張に理由がないことが明らかにな

ると，納税者は敗訴してしまうことになるから，法４３３条５項で回答を得

ておく必要性は否定されない。 

第４  当裁判所の判断 

１  当裁判所も，控訴人の本件訴えはいずれも不適法であるから却下すべきもの

と判断する。その理由は，次のとおり訂正するほか，原判決の「事実及び理

由」の「第３ 当裁判所の判断」の１及び２（原判決７頁２３行目～１２頁７

行目）に記載のとおりであるから，これを引用する。 

(1) 原判決９頁１５行目の「４３３条３項」の次に「に相当する規定。」を加え

る。 

(2) 同１０頁２０行目の「任意に（誠実に）」を削る。 

(3) 同１１頁２行目の「実際に回答するか否かは相手方の任意に委ねられ，」を

削り，８行目の「市町村長に対し，」の次に「固定資産評価審査委員会の審査

手続を離れて，」を加える。 

２ 当審における控訴人の主張に鑑み，説明を付加する。 

(1) 控訴人は，法４３３条５項に基づく照会を受けた市町村長には回答義務があ

り，回答を拒否する行為は審査申出人の権利ないし法律上の地位に直接影響を

及ぼすとし，このことを理由に，本件各不回答は処分に該当する旨主張する。 

確かに，法４３３条５項は，固定資産評価審査委員会の審査の迅速化を図る

ために，審査申出人に市町村長に対する照会の権限を認めたものであって，同

照会を受けた市町村長は，同項ただし書の各号に該当しない限り，照会に対す

る回答をすることが当然に予定されているものである。 

 しかしながら，上記訂正の上引用した原判決の説示するとおり，法４３３条５
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項は，固定資産評価審査委員会が主宰して行う審査手続を充実させ，迅速化さ

せるために，審査申出人の書面による照会とこれに対する市町村長の書面によ

る回答とによって両者の間で審査に必要な資料が収集され，争点整理が円滑に

行われることを期待してそのための制度を整備したものであり，同項に基づく

照会に対し市町村長が一方的に優越的な地位に立って審査申出人の手続上の権

利利益の内容を決定する権限を市町村長に付与する趣旨のものでないことは明

らかである。このことは，同項に基づく照会に対する市町村長の対応自体に対

する不服申立ての手続や制裁等が法に規定されておらず，むしろ当該照会をす

ることができる期間が審査の申出がされてから固定資産評価審査委員会が審査

の決定をするまでの間（同条１項によれば，その申出を受けた日から３０日以

内である。）に限られることにも表れているというべきである。上記の法の規

定の文言及び法４３３条５項の立法趣旨等を総合すれば，法４３３条５項の審

査申出人の市町村長に対する照会は，固定資産評価審査委員会の審査手続の一

環として，審査申出人が市町村長から固定資産の評価に必要な資料等の審査の

申出に係る主張に理由があることを明らかにするために必要な事項に関する情

報を入手し，固定資産評価審査委員会が判断すべき争点を明らかにするために

認められたものにすぎないから，法は，同照会に対する市町村長の対応自体

を，同審査手続から離れて，別個に抗告訴訟で争うことが可能な処分として構

成していないことが明らかというべきであり，また，そのように解しても，固

定資産評価審査委員会の審査の決定の取消訴訟を提起してその訴訟手続内にお

いて必要な資料を入手し，主張立証を行うことが可能であるから，固定資産課

税台帳に登録された価格に係る審査申出人の権利の救済の目的は，十分に達す

ることが可能である。 

したがって，本件各不回答が処分に該当する旨の控訴人の主張は，採用でき

ない。 

(2) 控訴人は，固定資産評価審査委員会の審査の実務上，法４３３条３項の制度
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は，同条５項では回答を得られないもののためのものと位置付けられており，

固定資産評価審査委員会が，審査申出人が同条５項の照会によって入手し得る

資料については，同条３項に基づいて資料提出を求めることはしていないこ

と，審査の申出を受けた日から３０日以内に審査の決定をしなければならない

とする法４３３条１項は訓示規定にすぎないと解されており，実務上，審査の

申出から審査の決定までの期間は長期に及んでいることを指摘し，法４３３条

３項による資料提出要求制度が存在することや同条１項で審査の申出を受けた

日から３０日以内に審査の決定をしなければならないことは，同条５項に基づ

く照会に対する不回答を抗告訴訟で争うことを否定する根拠になり得ないとの

趣旨の主張をする。 

しかし，仮に上記審査の実務上控訴人の指摘するような運用がされているとし

ても，前示のとおり，法の規定の文言及び法４３３条５項の立法趣旨等から，法

４３３条５項の審査申出人の市町村長に対する照会は，固定資産評価審査委員会

の審査手続の一環として認められたものにすぎず，その回答が抗告訴訟で争うこ

とが可能な処分として構成されていないことは明らかであって，上記の運用は，

このような法の構成を左右するものとはいえない。 

したがって，この点についての控訴人の主張は，採用できない。 

(3)  控訴人は，固定資産評価審査委員会の審査の決定に対する抗告訴訟では，市

町村長の不回答の違法を争うことができないし，仮に納税者が同訴訟の中で求め

る資料を入手できたとしても，その結果，固定資産の評価についての納税者の主

張に理由がないことが明らかになると，納税者は敗訴してしまうことになるか

ら，法４３３条５項で回答を得ておく必要性は否定されない旨主張する。 

 しかし，前示のとおり，法が定める固定資産の価格に係る不服審査制度は，固

定資産課税台帳に登録された価格についての不服に理由があるかどうかを審査の

対象とするものであるところ，法４３３条５項の審査申出人の市町村長に対する

照会は，固定資産評価審査委員会の審査手続の一環として，審査申出人が市町村
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長から固定資産の評価に必要な資料等の審査の申出に係る主張に理由があること

を明らかにするために必要な事項に関する情報を入手し，固定資産評価審査委員

会が判断すべき争点を明らかにするために認められたものにすぎないから，固定

資産評価審査委員会の審査の決定に対する取消訴訟で同決定の違法を争うほか

に，市町村長の不回答自体の違法を争う機会を保障する必要性があるとは認めら

れない。また，固定資産の評価について理由のない主張をしている納税者にとっ

て，固定資産評価審査委員会の審査の決定に対する取消訴訟の提起に先立ち，無

駄な訴訟を提起しないで済むように，十分な資料を得ておく必要性があることは

否定できないとしても，法４３３条５項の照会制度はそのためのものではないの

であって，このような必要性は法的なものとはいい難く，このことを理由に，同

項による市町村長の回答を「処分」と構成することはできない。 

 したがって，控訴人の上記主張も採用できない。 

３ よって，原判決は相当であって，本件控訴は理由がないからこれを棄却するこ

ととし，主文のとおり判決する。 
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